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学校いじめ対策組織に関する研究動向と課題
Research Trends and Issues Concerning Organization for 
Measures for the Prevention, etc. of Bullying at Schools

山田　知代
Tomoyo Yamada

要旨 : 本稿では、学校いじめ対策組織に関する学術的研究の動向を明らかにし、その
上で、同組織の構成と運用にかかわる研究上の課題を導出することを目的とした。先
行研究を整理した結果、次の２点が明らかになった。第一に、学校いじめ対策組織に
着眼した学術的研究の蓄積は乏しい状況にある。そえゆえ、当該組織がどのような形
で学校現場に定着してきているのか、その構成や運用の実態を明らかにしていく必要
がある。第二に、今後、学校いじめ対策組織への外部専門家の活用を検討していく上
では、外部専門家の「勤務形態」や「外部性の保持と内部性の獲得のバランス」等の
論点を含める必要があると考えられる。
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Abstract: The purposes of this study were to identify trends in academic research 
on the Organization for Measures for the Prevention, etc., of Bullying at Schools 
and to elucidate research issues related to the organization’s structure and 
operation. As a result of reviewing the previous studies, the following two points 
were identified. First, the accumulation of academic research focusing on the 
Organization for Measures for the Prevention, etc. of Bullying at Schools is scarce. 
Therefore, it is necessary to clarify how the organization has been established in 
schools, its structure, and its operation. Second, in considering the employment 
of external experts in the Organization for Measures for the Prevention, etc. of 
Bullying at Schools, it is necessary to include issues such as their “working style” 
and “balance between maintaining externalities and gaining internalities”.

Keywords: Organization for Measures for the Prevention, etc. of Bullying at 
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1.  はじめに

　2013（平成 25）年、「いじめ防止対策推進法」が制定された。同法は、「学校は、当該学

校におけるいじめの防止等に関する措置を実効的に行うため、当該学校の複数の教職員、

心理、福祉等に関する専門的な知識を有する者その他の関係者により構成されるいじめの

防止等の対策のための組織を置くものとする」（22条）と規定し、全ての学校に「いじめ
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　の防止等の対策のための組織」（以下、学校いじめ対策組織）の常設を求めている。

　この規定が置かれた趣旨について、同法 11条に基づく「いじめの防止等のための基本的

な方針」（平成 25年 10月 11日文部科学大臣決定、最終改定平成 29年 3月 14日）（以下、

国の基本方針）は、「いじめについては、特定の教職員で問題を抱え込まず学校が組織的に

対応することにより、複数の目による状況の見立てが可能となること、また、必要に応じて、

心理や福祉の専門家であるスクールカウンセラー・スクールソーシャルワーカー、弁護士、

医師、警察官経験者など外部専門家等が参加しながら対応することなどにより、より実効

的ないじめの問題の解決に資することが期待されることから、規定されたものである」と

説明している。学校いじめ対策組織の活用が、実効的ないじめ問題解決の「鍵」と位置付

けられていることが読み取れる。

　学校いじめ対策組織は、当該学校の実情に応じて、学校毎に設置されるものである。そ

れゆえ、学校規模やその学校が有する人的ネットワーク、児童生徒の実態、管理職の考え

方等により、構成員や運用形態は一様ではない。いじめ防止対策推進法の制定から 10年近

くが経とうとしている現在、学校いじめ対策組織は、どのような形で学校現場に定着して

きているのであろうか。その構成や専門家との連携等、運用実態に関する学術研究の蓄積

はどの程度進んでいるのだろうか。

　本稿は、以上の問題関心から、学校いじめ対策組織に関する学術的研究の動向を明らか

にし、その上で、同組織の構成と運用にかかわる研究上の課題を導出することを目的とする。

2.  学校いじめ対策組織に関する研究動向

　いじめ防止対策推進法が制定された 2013（平成 25）年 6月以降の研究蓄積について、主

として国立情報学研究所による学術論文データベース「CiNii」、国立研究開発法人科学技

術振興機構による電子ジャーナルプラットフォーム「J-STAGE」を用いて検索・収集を

行った1。その結果、下記の特徴が明らかになった。

　第一に、学校いじめ対策組織に着眼した学術的研究の蓄積は極めて乏しい状況にある。

いじめ防止対策推進法に関連する一定の研究蓄積は見られるが（例：坂田 2014、八並

2017、坂田 2019、松永 2019、鬼澤 2020）、多くはいじめの定義（例：窪西 2018、八ッ塚

2020）や重大事態調査（例：加藤 2016、中西 2020）に関心が向けられており、学校いじめ

対策組織については論文の一部で触れられる程度に止まっていた。学校いじめ対策組織に

焦点化した学術論文2 については、管見の限り確認できなかった3。

　その中にあって、論文の一部で学校いじめ対策組織に言及した研究成果を整理すると、

学校いじめ対策組織の設置が学校現場に与えた影響を学校管理職の立場から肯定的に評価

したものとして、三吉（2020）、國吉（2020）の報告がある。

　三吉（2020）は、学校いじめ対策組織の設置が勤務先の小学校に与えた良い影響として、
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①いじめに焦点化した組織の設置がいじめを早期に発見しようとする意識改革につながる、

②個々の教師の経験値に頼ることなく複数の視点で客観的にいじめを判断できる、③複数

の視点により透明性が確保され隠蔽体質の改善につながる、④構成員の対応能力の向上が

教職員全体の資質向上につながる点を挙げている。

　同様に、國吉（2020）は、学校いじめ対策組織の設置が、自身が勤務してきた中学校現

場に与えた影響として、①教職員の役割の明確化が図られ、組織的に対応することが以前

に増してできるようになった、②組織の整備がいじめ事案発生後の対応の迅速性につながっ

た、③組織的対応により担任が一人で抱え込まず、学校全体の教職員で連携して対応する

ようになった点を示している。両者はいずれも校長経験者であり、学校いじめ対策組織の

活用を意識した学校経営に取り組んだ結果と言えるだろう。これは、校内組織体制の軸と

なるのは管理職である（山口 2017）という指摘とも方向性を同じくする。

　これら肯定的評価が存在する一方で、学校いじめ対策組織が慢性的に負担過重である教

員を疲弊・消耗させ、学校の教育力を大きく削ぐ危険があることへの懸念（山口 2017）や、

学校現場には学校いじめ対策組織が定着していないという指摘（坂田・山田 2021）も存在

する。坂田・山田（2021）が 2019（令和元）年に実施した質問紙調査では、「勤務校の学

校いじめ対策組織の構成員」について、「外部専門家を含めて全員知っている」と回答した

教員は 16％に過ぎず、4割の教員が「教職員についても一部の構成員しか知らない」と回

答しており、活用以前の問題として、そもそも構成員すら把握していないという事態が明

らかになっている。このような学校いじめ対策組織の機能不全については、各自治体（第

三者委員会）が公表している「いじめの重大事態調査報告書」の中でも度々指摘されてき

たところであり（例：矢巾町いじめ問題対策委員会（2016）「調査報告書〔概要版〕」）、国

立教育政策研究所生徒指導・進路指導研究センター（2021）が、「平成 27年度末には日本

のすべての学校が『基本方針』の策定と『対策組織』の設置を完了したと報告されていま

すが、せっかくの方針や組織がうまく働いていない学校も少なからず存在しているのでは

ないか、という印象を拭い去ることができない」（p.2）として、学校いじめ対策組織の構

成と運用の参考例を示したことからも看取できる。

　また、学校いじめ対策組織の構成員の選定にあたり最も重要な視点は、「当該学校におけ

るいじめ問題の駆逐」という目標に向けて一致できるか否かという点であり、学校、教職

員と協力できる外部委員をどのように確保するかが課題であること（坂田 2014）、いじめ

防止対策推進法では明文で触れられていないが、外部専門家として弁護士の積極的関与が

不可欠である（山口 2017）という知見も示されている。

　次に、先行研究における第二の特徴として、学術論文の蓄積は乏しいものの、2020年代

に入り、学校いじめ対策組織を主題とする科研費プロジェクトが出現してきた点が挙げら

れる。科学研究費助成事業データベースを用いた検索の結果、「いじめ防止対策推進法の組

織を活用した学校の生徒指導システムへの包括的支援の検討」（若手研究、研究代表：吉村
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　隆之、研究課題番号：20K14007、研究期間：2020～ 2022年度）、「学校における「いじめ

対策委員会」をめぐる多職種連携の実証的研究」（基盤研究（C）、研究代表：鈴木庸裕、

研究課題番号：21K02589、研究期間：2021～ 2023年度）が確認できた4。学校いじめ対策

組織に関する学術的な注目が集まってきていることの証左と考えられるが、現時点におい

て具体的な研究成果を提示するところまでは到達していないと言えよう。

　以上、学校いじめ対策組織に関する研究動向をレビューしてきた。その結果、学校いじ

め対策組織に関する学術的研究の蓄積は乏しく、未だ萌芽期にあることを確認した。そこで、

次節では、学校いじめ対策組織における教員と教員以外の専門職との連携を検討する上で

必要な論点を探るため、学校組織内での教員と教員以外の専門職との連携に関する研究動

向を確認していきたい。

　その際、教員以外の専門職としては、いじめ防止対策推進法 22条で「心理、福祉等に関

する専門的な知識を有する者」として例示列挙され、かつ、1995（平成 7）年 4月の旧文

部省による「スクールカウンセラー活用調査研究委託事業」開始以降、一定の年月が経過

したスクールカウンセラー（以下、SC）を対象とする。

3.  教員と教員以外の専門職との連携に関する研究動向 ―「SC を学校組織に活用
する上での課題」及び「教員と SC の連携を促進する要因」という視点から―

　本節では、教員以外の専門職を学校組織にどう活用するかという問題関心から、いじめ

対応に限定せずに、教員と、教員以外の専門職として SCの連携に関する研究動向を確認

する。「SCを学校組織に活用する上での課題」及び「教員と SCの連携を促進する要因」

という視点から、整理していくことにしたい。

3.1  SC を学校組織に活用する上での課題
　多くの先行研究に共通して「課題」とされているのが、SCの勤務体制である。SCは雇

用形態が非常勤であり、学校を掛け持ちして活動しているため、活動日数や時間が限られ

てしまうといった「活用上の困難」を抱えている（百瀬・加藤 2016）。橋本・上野・田中・

倉橋（2015）は、公立中学校の教員への質問紙調査の結果から、約 9割の教員が SCに対し、

現状（調査対象の市では週 2日勤務）以上の回数の勤務を望んでいたことを明らかにして

いる。SCは、非常勤という勤務形態から、「教師と協働して組織レベルの変化を起こすに

は多くの困難を抱えている」（伊藤 2009：p.192）と言える。

　一方、岩田・大芦・鎌原・中澤・蘭・三浦（2009）によれば、SCが配置されていても、

配置状況が機能していないという課題がある。その要因としては、「スクール・カウンセラー

を活用するシステムが学校内にほとんどないことや、スクール・カウンセラーが適応支援

施設等に在室しており、限られた生徒のみの利用になってしまっていること、少ない配置
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日数の中では子どもが心を開きにくいことなどから、教育現場にスクール・カウンセラー

による支援活動が未だ根付いているとは言いがたいこと」（p.106）が挙げられている。

　また、SCの勤務体制は、SCに対する教員の満足度に影響することが示唆されている（高

田 2018）。高田（2018）は、校長・教頭・養護教諭・生徒指導主任・教育相談担当に対す

る質問紙調査の結果から、SCの配置回数や配置時間が少ないことが、SCに対する満足度

の低下に大きく関係していることを指摘している。具体的には、①「カウンセリングの継

続性・即時性の問題」（継続的なカウンセリングを行うことが難しく、即時性に欠けるとと

もに、緊急対応ができない）、②「教員との協働の時間の確保の問題」（教員と SCが話し

合う時間の確保が困難である）、③「組織の一員としての活用の困難さ」（①・②とも関連し、

SCが学校にいる時間が短く、SCと教員との間に同僚性を築きにくく組織的な活用が難し

い）という課題を提示している。

　この点については、荒木・中澤（2007）も、教員に対する面接調査の結果から、教員は

SCが学校組織に関わることの必要性を強く感じている一方で、「『現在の勤務体制では、時

間的に無理』『スクールカウンセラーが常駐できれば可能』など、学校組織の特性と、スクー

ルカウンセラーの勤務体制から、その実現可能性は、難しいとの認識がほとんどであった」

（p.90）ことを示している。そして、こうした勤務体制の課題と共に、面接調査により得ら

れた、SCは「『立場的に教師と違うので物が言いにくいのでは、教師と対等に発言できる

ように、立場的なものを改善すべきである』『仕事が明確化されていないので、かかわりづ

らい』」（p.92）といった教員の意見を踏まえ、SCの仕事、役割を明確化する必要性を指摘

している。

　このほか、SCを学校組織に活用する上での課題としては、学校には学級王国などと言わ

れるように教員同士が相互に干渉しないという体質があり、こうした構造的特徴が教員同

士の連携や組織的対応を難しくしていること（久冨 1988、瀬戸 2006、伊藤 2009）、SCが

学校という場の特性を意識せずにコンサルタント独自のスタンスで学校での相談にあたっ

た場合に、教師がそのコンサルタントのスタンスにとまどったり違和感を強く感じること

（小林 2008）、SCの力量には格差があること（百瀬・加藤 2016）、SCの専門性や力量、熱

意にばらつきがあること（小林 2008）、守秘義務などによりカウンセリングの内容が担任

を含む教職員に伝えられず、教育的な連携がとりにくいこと（岩田・大芦・鎌原・中澤・蘭・

三浦 2009）が挙げられている。

　また、学校組織における支援体制構築の課題として、SCと教員や教員間の協働を見ると

き、①管理職のリーダーシップによる学校組織内のシステム及び協働的雰囲気の構築、②

児童・生徒の支援を容易にする組織開発、③学校内での協働的雰囲気の有無、④学校内で

の教員間と他職種間との情報共有のあり方、⑤教員以外の専門家や非専門家の理解の程度

が変数として欠かせないことも指摘されている（荊木・淵上 2012）。



80

3.2  教員と SC の連携を促進する要因
　では、こうした課題が存在する中で、教員と SCはどのように連携をしていけばよいの

だろうか。

　教員と SCの協働促進要因の一つとして、「コミュニケーション」が挙げられている（田中・

内野 2010）。なかでも、コミュニケーションスタイルの柔軟性、業務から雑談までの幅広

いコミュニケーション、頻繁なコミュニケーションが重要である（田中・内野 2010）。吉澤・

古橋（2009）においても、教員と SCとの連携を促進するためには教員と SCとの雑談頻度

が重要であることが示されており、日常的なコミュニケーションの重要性が示唆される。

　また、SCが教職員と協働しつつ有効に機能するためには、外部性（教員とは異なる専門

性を持った存在）に加え、内部性（教職員の一員となること）をいかに獲得するかが重要

な鍵となること（伊藤 2011）、SCは教員に「“身内”や“味方”だと思ってもらえること

で、児童生徒のこと、学校のこと、教職員自身のことについて話してもらえる関係になる」

ことから、“身内”や“味方”意識を持ってもらえるようその学校が大事にしていること

を共有したりしながら、学校コミュニティへの理解を深めることが大切であること（安田

2015）が示されている。

　このほか、土居・加藤（2011）は、教員と SCの連携促進要因を実証的に検討し、SCの

「職務内容の明確化」、「積極的な活用」、SCの活動における「問題への積極的な関与」、「関

係者へのアプローチ」、「学校に合わせた活動」が連携行動を大きく促進する要因であると

分析している。そして、SCとの連携を希望する学校には、受入体制において「職務内容の

明確化」を最初に導入し、教員との連携を希望する SCには、「問題への積極的な関与」（問

題への対応策を協議する場の設定、教員や保護者対象の研修会・講演会の実施、SCの仕事

内容の理解のための情報提供等）を最初に導入することが望ましいと提案している。この

ような「SCの職務内容の明確化」の必要性は、荒木・中澤（2007）の研究とも一致すると

ころである。

4.  まとめに代えて

　以上の研究動向を踏まえて、学校いじめ対策組織の効果的な運用に関する、今後の研究

上の課題について述べる。

　第一に、学校いじめ対策組織に着眼した学術的研究の蓄積は乏しい状況にあることから、

当該組織がどのような形で学校現場に定着してきているのか、その構成や運用の実態を明

らかにしていく必要がある。いじめ防止対策推進法は、学校いじめ対策組織の構成員として、

「心理、福祉等に関する専門的な知識を有する者その他の関係者」（22条）が入ることを想

定し、国の基本方針も、「外部専門家が参加しながら対応することなどにより、より実効的

ないじめの問題の解決に資する」ことを期待している。しかし、国の基本方針が示すように、
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学校いじめ対策組織には、いじめの未然防止策の検討から、日々の児童生徒のささいなト

ラブルを含めた情報の収集・記録・共有、いじめであるか否かの組織としての判断・対応

に至るまで、広範な役割が求められ、かつ迅速性が求められる内容も含まれている。多様

な人材で構成される組織とすることと、機動性を確保することの単純な両立は困難である

（国立教育政策研究所生徒指導・進路指導研究センター 2021）。まずは学校いじめ対策組織

の実態や学校現場のニーズを明らかにした上で、学校規模や緊急性の度合い等に応じて組

織の形を柔軟に検討していく必要がある。

　第二に、今後、学校いじめ対策組織への外部専門家の活用を検討していく上では、教員

と SCの連携に関する先行研究で明らかにされた、外部専門家の「勤務形態」や「外部性

の保持と内部性の獲得のバランス」等の論点を含める必要があると考えられる。

　例えば「勤務形態」に関しては、非常勤であることによる情報共有の困難さや配置に係

る予算確保の課題が常につきまとう。この点、「チーム学校」政策により、専門スタッフの

人材プールとして位置づけられた各業界は「教職員定数・国庫負担対象への『昇格』を目

指す」（青木・廣谷 2016：p.168）ことになり、特に SCについては教員サイドからも常駐

化を求める声があがるものの、現実にはほど遠い状況にあると言わざるを得ない。限られ

た勤務体制の中で、いかに効率的に連携していくかを検討する必要がある。

　一方、「外部性の保持と内部性の獲得のバランス」に関しては、「“外部性”（=教師とは

異なる専門性を持った存在）に加えて、“内部性”（=学校教職員の一員となること）をどの

ように獲得するかが重要な鍵になる」（伊藤 2011：p.79）ことや、SCは教員に「“身内”や“味

方”」だと思ってもらえるよう学校コミュニティへの理解を深めることが大切であること（安

田 2015）などが示されている。SCに限らず、外部専門家には、外部性を保持しつつも学校

という場の特性を理解する力量が求められ、そのための方策を検討する必要がある。

　最後に、教育経営学の視点から、残された今後の研究上の課題について述べ、まとめに

代えることとしたい。

　今後、外部専門家の効果的な活用にあたっては、「学校管理職のマネジメント」が一層重

要性を増すと考えられる。この点、「チーム学校」の導入によって「特定業務の『スペシャ

リスト』が設けられたとしても、教員はそれらを包摂した『ゼネラリスト』としての役割

から解放されるわけではな」く、「学校には多様な『スペシャリスト』を包摂しつつ、組織

としての統合性を高めるためのマネジメントが必要」になる（浜田 2016：p.42）という指

摘や、チーム学校の議論を踏まえ「教員定数削減を見越すならば、学校の抱える諸課題に

対して、学校が大量退職による指導力劣化問題を抱えながら、正規雇用の補強なく非正規

雇用の職員とともに内的協働性をこれまで以上に高めつつ、様々な外部との連携を強化し

て地域協働を果たしていくことを当然視させるものであり」「そのマネジメントに懸かる付

加は窮めて大きくならざるをえない」（木岡 2016：p.13）とする指摘は示唆的である。学校

いじめ対策組織の構成や運用を検討するにあたっても、構成員の負担の考慮や人材の活用
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等において、学校管理職のマネジメント能力が問われると考えられる。

【付記】　本研究は JSPS科研費 JP22K02319の助成を受けたものである。

注 
1 2022（令和 4）年 10月 6日、「いじめ防止対策推進法」や「学校いじめ対策組織」をキーワー
ドとして検索を行った。

2 本稿では、学術論文として、主に学会誌及び大学紀要に掲載されたものを収集している。また、
必要に応じてその他の文献も参照している。

3	 なお、いじめ防止対策推進法制定以前の事例（2000年代の事例とされている）ではあるが、
いじめ対応チームを使用したいじめ対応の事例報告として、苅間澤（2016）が参考になる。
この事例では、2006（平成 18）年に調査対象校が作成した「いじめ対応マニュアル」に基づき、
当該学校に設置されたいじめ対応チーム（構成員は、副校長、生徒指導主事、教育相談主任
兼学級担任（報告者）、副担任、学年主任、部活動担当者）がいじめ事案に対応した。その結果、
チームで対応したことのメリットとして、①いじめ解消のすべての責任を背負っているとい
うプレッシャーをほとんど感じず、むしろ一部の役割を担っているという意識で活動したこ
とで、積極的に対応することができ、「仮に失敗しても、いじめ対応チームによって次の対応
案が検討されるという安心感があった」（p.62）こと、②「学年主任と 2人で家庭訪問したこ
とで、お互いに不適切な表現を改めることができ、それが保護者の信頼を得ることにつながっ
た」（p.62）こと、③「聞き取った情報をお互いに確認して、いじめ行為の詳細な事実確認が
できた」（p.62）こと等が挙げられている。

4 2022（令和 4）年 10月 6日、「いじめ防止対策推進法 AND組織」で検索し、主題に組織が入
るものを抽出した。本稿も「学校いじめ対策組織の活用と外部専門家との連携システムの構
築に関する研究」（基盤研究（C）、研究代表：山田知代、研究課題番号：22K02319、研究機関：
2022～ 2025年度）の一環である。
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